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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第１四半期連結
累計期間

第59期
第１四半期連結
累計期間

第58期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

売上高（百万円） 13,318 12,351 66,562

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
48 △180 2,237

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）(百万円）
9 △124 1,151

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△10 146 1,855

純資産額（百万円） 12,431 14,107 14,203

総資産額（百万円） 42,748 42,220 46,199

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

0.70 △9.28 85.43

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 28.9 33.4 30.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第58期及び第58期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４．第59期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当社グループは前連結会計年度において「その他の事業」に含んでおりました教育サービス事業から撤退し

ております。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)　業績の状況　

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府のデフレ脱却や経済成長戦略への期待感による円安・株

高が進行し、景況感の改善が見られました。しかしながら、中国経済の鈍化など海外経済の減速懸念や円安による輸

入品コストの上昇など国内景気の抑制要因もあり、実体経済の回復には不透明感が拭えない状況が続いております。

建設業界におきましては、省エネ・節電を主とした設備更新や代替エネルギー投資は堅調であり、人件費や資材の

高騰が見られるものの、公共工事の復活と共に緩やかな回復を維持しております。

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。

売上高は12,351百万円(前年同期比7.3％減)となりました。利益面につきましては、営業損失が296百万円(前年同

期損失額26百万円)となり、経常損失は180百万円(前年同期利益額48百万円)となりました。また、四半期純損失は124

百万円(前年同期利益額9百万円)となりました。なお、当社グループは売上高が第４四半期に集中する傾向があり、業

績には季節的変動があります。

主な事業別業績は次のとおりであります。

〔商品販売事業〕

商品販売事業におきましては、空調機器、制御機器、省エネ機器を中心とした設備機器の販売を行っております。売

上高は9,869百万円(前年同期比3.9％減)、売上総利益は1,713百万円(前年同期比2.9％増)となりました。

〔工事事業〕

工事事業におきましては、主に計装工事の設計・施工および空調その他機器のメンテナンス・アフターサービス

を行っております。売上高は2,417百万円(前年同期比18.5％減)、売上総利益は567百万円(前年同期比21.5％減)とな

りました。

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)　研究開発活動

　該当事項はありません。 

(4)　生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、その他の事業の販売実績が著しく減少いたしました。

　これは、前連結会計年度において連結子会社日本ビルコン㈱において営んでいた教育サービス事業から撤退したこ

とによるものです。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類               発行可能株式総数（株）

                普通株式 46,308,000

計 46,308,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

  普通株式 13,988,000 13,988,000

　 東京証券取引所

　 ＪＡＳＤＡＱ

　 （スタンダード）　

　単元株式数

　100株

計 13,988,000 13,988,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日　
－ 13,988,000 － 1,857 － 1,829

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　①【発行済株式】                                                                

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　523,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,464,100     134,641 －

単元未満株式 普通株式　  　  500 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 　　　　  13,988,000 － －

総株主の議決権 －     134,641 －

 

　②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東テク株式会社

東京都中央区日本

橋本町四丁目８番

14号

523,400 － 523,400 3.74

計 － 523,400 － 523,400 3.74

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　　　

　

EDINET提出書類

東テク株式会社(E02769)

四半期報告書

 5/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,927 5,073

受取手形及び売掛金 ※2
 19,627

※2
 14,959

有価証券 126 126

たな卸資産 2,408 3,142

繰延税金資産 564 616

未収入金 5,464 5,777

その他 111 167

貸倒引当金 △19 △31

流動資産合計 34,210 29,832

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,835 2,850

土地 3,667 3,667

その他 656 775

減価償却累計額 △2,119 △2,141

有形固定資産合計 5,040 5,151

無形固定資産

のれん 79 69

その他 165 152

無形固定資産合計 244 221

投資その他の資産

投資有価証券 4,001 4,361

繰延税金資産 213 148

その他 2,591 2,606

貸倒引当金 △102 △101

投資その他の資産合計 6,703 7,014

固定資産合計 11,988 12,388

資産合計 46,199 42,220
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 13,170

※2
 10,359

電子記録債務 ※2
 2,096

※2
 1,958

短期借入金 6,039 6,186

1年内償還予定の社債 460 430

未払法人税等 589 12

未成工事受入金 267 539

賞与引当金 975 348

役員賞与引当金 18 1

その他 1,146 1,674

流動負債合計 24,763 21,510

固定負債

社債 830 720

長期借入金 4,154 3,533

退職給付引当金 1,472 1,492

役員退職慰労引当金 542 561

繰延税金負債 － 81

その他 232 214

固定負債合計 7,232 6,602

負債合計 31,995 28,113

純資産の部

株主資本

資本金 1,857 1,857

資本剰余金 1,829 1,829

利益剰余金 10,029 9,662

自己株式 △181 △181

株主資本合計 13,534 13,166

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 668 940

その他の包括利益累計額合計 668 940

純資産合計 14,203 14,107

負債純資産合計 46,199 42,220

EDINET提出書類

東テク株式会社(E02769)

四半期報告書

 8/15



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 13,318 12,351

売上原価 10,881 10,026

売上総利益 2,437 2,324

販売費及び一般管理費 2,463 2,621

営業損失（△） △26 △296

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 26 27

仕入割引 95 90

雑収入 25 31

有価証券売却益 － 28

営業外収益合計 147 179

営業外費用

支払利息 43 31

手形売却損 9 8

貸倒引当金繰入額 － 3

デリバティブ評価損 1 －

雑損失 16 19

営業外費用合計 71 63

経常利益又は経常損失（△） 48 △180

特別利益

投資有価証券売却益 － 13

特別利益合計 － 13

特別損失

会員権評価損 5 －

特別損失合計 5 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

42 △167

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 20 △55

法人税等合計 33 △42

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9 △124

少数株主損失（△） △0 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9 △124
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

9 △124

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △20 271

その他の包括利益合計 △20 271

四半期包括利益 △10 146

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △10 146

少数株主に係る四半期包括利益 △0 －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形割引高 1,778百万円 2,720百万円

受取手形裏書譲渡高 300 299

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形及び電

子記録債務の金額は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 38百万円 97百万円

支払手形 443 310

電子記録債務 8 64

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

  当社グループの営業形態として売上が第４四半期に集中する傾向があるため、第１四半期連結累計期間の売上高

は相対的に少なくなる傾向にあります。しかし、人件費等の固定費は四半期ごとに変動する性質ではないため、結果

として、第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、四半期純利益は少なくなる傾向にあります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 58百万円 59百万円

のれんの償却額 19 9

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　　　 配当金支払額

（決議）
　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 175 13平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　　　 配当金支払額

（決議）
　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 242 18平成25年３月31日平成25年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
その他の事業

(百万円)

(注)１　

合計

(百万円)　

調整額

(百万円）　

（注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(百万円）　

(注)３　

商品販売事業

(百万円)　

工事事業

(百万円)　
飲食事業

(百万円)　
計

(百万円)　

売上高         

外部顧客に対する

売上高
10,266 2,965 68 13,300 18 13,318 － 13,318

セグメント間の内部

売上高又は振替高
185 8 － 194 － 194 (194) －

計 10,451 2,974 68 13,494 18 13,513 (194) 13,318

セグメント利益 1,665 723 44 2,432 6 2,439 (2) 2,437

（注）１. 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育

　　　　　サービスを行っております。

　　　２．セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去額であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
合計

(百万円)　

調整額

(百万円）　

（注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(百万円）　

(注)３　

商品販売事業

(百万円)　

工事事業

(百万円)　
飲食事業

(百万円)　

売上高       

外部顧客に対する売上高 9,869 2,417 64 12,351 － 12,351

セグメント間の内部売上高

又は振替高
115 4 － 120 (120) －

計 9,984 2,422 64 12,471 (120) 12,351

セグメント利益 1,713 567 43 2,324 0 2,324

（注）１. 前連結会計年度において、「その他の事業」に含んでおりました教育サービス事業から

　　　　  撤退しております。

　　　２．セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去額であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額(△）
0円70銭 △9円28銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△）

（百万円）
9 △124

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額(△)（百万円）
9 △124

普通株式の期中平均株式数（株） 13,501,159 13,464,521

（注）　１.当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月13日

東テク株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阪中　修　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 唯根　欣三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東テク株式会

社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５年４月１

日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東テク株式会社及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）1.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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